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News Release 
 

2020年度 日・米・欧の社長・CEO報酬水準比較 

～報酬水準日米格差 13 倍に広がる、日欧差は 3.8倍に～ 

あわせて 2020 年 3 月～2021 年 5 月までの、日本国内における役員報酬減額の最新状況調査

も発表 

 

 デロイト トーマツ グループ（東京都千代田区、グループ CEO：永田高士）は、日本および米国・英国・ドイツ・フ

ランスの計 5 ヶ国の企業の社長・CEO 報酬の実態調査を実施し、その結果を発表します。また、新型コロナウイルス

感染拡大の影響により、2020 年 3 月~2021 年 5 月にかけて役員報酬を減額した企業に関する調査結果につい

てもまとめましたので、あわせて発表します。 

 

【日本・欧米の社長・CEO 報酬水準調査結果】 

 日本の社長・CEO の報酬総額（対象企業は下表記載）の中央値は、1.2 億円（前年比▲6%）であった。

これに対して、米国は 15.8 億円（前年比▲2%）と各国の中でも突出した水準となり、日米格差は前年の 12 倍

から 13 倍へと広がった。欧州では英国で、3.3 億円（前年比▲34%）、フランスでは 3.7 億円（前年比▲18%）、

ドイツでは 6.9 億円（前年比+1%）となっており、日欧差は 3.8 倍となった。新型コロナウイルス禍で、報酬総額は

ドイツを除き、前年に比べると各国で減少した。特に英国・フランスでは、昨年度から新型コロナウイルスによる報酬

減額が見られたが、今年度は業績の低迷・配当減に伴う影響により、賞与・株式報酬の支給削減が相次ぎ、変

動報酬が大きく落ち込んだ。【図 1】 
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出所：  

日本 『役員報酬サーベイ（2020 年度版）』よりデロイト トーマツ グループ作成 

日本以外 Bloomberg 抽出データ（2021 年 5 月 20 日時点の各社開示データ）よりデロイト トーマツ グループ作成 

 ※換算レートは 2019 年平均 TTB（1 ドル=105 円、1 ユーロ=120 円、1 ポンド=133 円)を使用 

本調査の対象範囲：  

米国 S&P500 のうち、売上が 1 兆円以上の企業 255 社 

英国 FTSE100 のうち、売上が 1 兆円以上の企業 43 社 

ドイツ DAX30 のうち、売上が 1 兆円以上の企業 24 社 

フランス CAC40 のうち、売上が 1 兆円以上の企業 34 社 

日本 TOPIX100 銘柄かつ、売上 1 兆円以上の企業 22 社 

（『役員報酬サーベイ（2020 年度版）』への参加企業に限る） 

 

【新型コロナウイルスにおける役員報酬減額に関する調査結果】 

 新型コロナウイルスの影響により、役員報酬を減額する企業が増加している。2021 年 5 月 20 日時点では、

333 社が経営トップの役員固定報酬の削減を実施。中でも外食等の小売業（80 社）、もしくはエンターテインメ

ント関連を中心とするサービス業（78 社）は、リーマンショック時と同等に減額開示を行う企業が多い【図 2】。ま

た、左記 2 業種の役員報酬の削減件数は、任意開示を行った上場企業全体の 5 割弱を占めている。【図 3】 

 

図 2 役員報酬減額等に関する全上場企業の任意開示の社数比較（業種別） 
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図 3 役員報酬の削減件数および構成比率（業種別） 

 

出所：各社開示内容を基にデロイト トーマツ グループにて作成 

 

経営トップの固定報酬減額率は、「30〜40％未満× 3 カ月減額」とする企業が最も多い【図 4】。 

 

図 4 経営トップの固定報酬減額率及び減額期間（新型コロナ危機） 

※2021年5月20日時点（N=305社） 

出所：経営トップ（社長等）の役員報酬減額幅・期間が開示されている企業分について、各社開示書類をもと
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にデロイトトーマツグループにて作成 

金融危機時との比較 

新型コロナ危機を受けた役員報酬の減額開示ペースは、5月20日時点では2008年のリーマンショック時と比較して

300社強に留まっている。前年度の7月時点では同程度のペースであり、リーマンショック時の開示数を超える可能

性も考えられたが、19週を境目に差が開く結果となった【図5】。 

 

図 5 役員報酬減額等に関する全上場企業の任意開示の社数比較（累計） 

  

出所：各社開示内容を基にデロイトトーマツグループにて作成 

［注］ N日について、リーマンショックは2008年9月18日、新型コロナ危機は2020年2月25日。 

  

【調査結果へのコメント デロイト トーマツ グループ パートナー 村中靖】 

 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う CEO 報酬への影響は、日米欧各国の感染対策への取り組みやビジネス

によって異なる結果となった。とりわけ英国・フランスについては、ロックダウン等の影響や小売り・消費財ビジネスが多

いことから業績が低迷し、昨年対比で報酬減額が特に顕著であったといえる。他方、米国・ドイツ・日本では、経済

への影響は大きいものの、テック系企業を中心に業績を伸ばした企業も多くあり、CEO 報酬（中央値）としては

微減に留まっている状況だ。 

 

一部の米英企業においては、従業員の賞与が大幅に削減されたにも関わらず、CEO の賞与・株式報酬の算定

基準・期間を変更することにより、本来減額されるはずの変動報酬が限定的な減少としている企業も見受けられ

る。報酬委員会の判断を巡って、議決権行使助言会社から「セイ・オン・ペイ」に対する反対の声も出ている状況

だ。コロナ禍で格差が広がる中、役員報酬決定の妥当性に関する議論・開示要請は更に高まっていくと見込まれ

る。 

 

日本においては、調査結果の通り、同様の企業規模（中央値）で比較した場合、依然として欧米の報酬水

準とは大きな差がある。また日本の報酬構成における固定報酬・変動報酬の比率は、当社サーベイの調査結果で

は、固定報酬は欧米との比較で依然として 57%と高い。2021 年 3 月の会社法改正、2021 年 6 月の改訂版コ
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ーポレートガバナンス・コードを受け、日本企業の役員報酬ガバナンス・開示は更に進化することが予想される。引き続

き、『役員報酬サーベイ（2021 年度版）』では、日本企業の報酬水準・報酬構成の変化を追っていきたい。 

 

日本における役員報酬の減額は、昨年に引き続き、手元資金の確保や経営責任の明確化、一時帰休等を経

験した従業員との痛みの共有が主な理由となっている。緊急事態宣言やまん延防止措置等の影響を受け、サービ

ス・小売業を中心に企業業績への深刻な影響は続いており、その結果を反映したものといえよう。一方で新型コロ

ナウイルスワクチンの接種で先行する米国・英国等では、外出自粛や移動規制、休業要請といった規制を続々と

撤廃しており、企業業績は急速な回復傾向にある。日本でもワクチン接種が進展することで、企業業績の回復、ひ

いては従業員の給与・賞与の正常化や役員報酬の減額措置が改善していくと期待したい。 

 

＜役員報酬サーベイ（2020年／21年度版）について＞ 

2002 年より実施している『役員報酬サーベイ』は、日本企業における役員報酬の水準、役員報酬制度の導入

およびコーポレートガバナンスへの対応状況の実態をまとめている日本最大規模の調査です。2020 年度版は 2020

年 6 月〜8 月にかけて三井住友信託銀行株式会社と共同で実施し、東証一部上場企業を中心に 954 社から

回答を得ました。なお 2021 年版サーベイは、10 月初旬頃に報告書をご提供する予定としています。 

調査期間 ： 2020 年 6 月〜2020 年 8 月 

調査目的 ： 日本企業における役員報酬の水準、役員報酬制度やガバナンス体制、コーポレートガバ

ナンス・コードへの対応状況等の現状に関する調査・分析 

参加企業数 ： 954 社（集計対象役員総数 17,720 名） 

  上場企業 902 社（うち東証一部 656 社）、非上場企業 52 社 

参加企業属性 ： 製造業 434 社（うち医薬品・化学 93 社、電気機器・精密機器 93 社、機械 71 社

等）、非製造業 520 社（うちサービス 104 社、情報・通信 99 社、卸売 84 社 等） 

 

 

 

＜報道機関の方からの問い合わせ先＞ 

デロイト トーマツ グループ 広報担当 高橋 

Tel: 03-6213-3210  Email: press-release@tohmatsu.co.jp 
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